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結 語 に 換 え て 一 開 発 主 義 ・開 発 体 制 とdevelopmentalstate
は じ め に
20世 紀後半の東アジア(1)は,い ろいろな面で世界の注 目を集めた地域 と
なった。「冷たい戦争」(冷 戦)の 東西対立が,「熱い戦争」 となって同一民
族の間での分断 と戦争 とを生んだのもこの地域であったし,ま た,戦 後独立
を勝ち取 った多 くの途上国にとって最大の課題であった開発 ・経済発展の面
で著 しい成果を挙げ,見 事先進諸国にキャッチア ップを果たした豊かな社会
を生んだの も,唯 一この地域であったと言 ってよい②。
いまだ朝鮮半島においては,冷 戦の遺構 としての分断体制が継続 している
ものの,そ の他ほとんどの地域においては,す でに冷戦は過去の ものとなっ
た。 しか し,開 発 ・経済発展とその裏返 しとしての貧困の問題は,21世 紀
に入 った現在でも未解決の難問である。そのような中,か つては 「アジア的
停滞」 と言われ,誰 も見向きもしなかった東アジアの小国が戦後の数十年の
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間に成 し遂 げた目覚 しい経済 ・社会発展 は,そ れまで常に途上国の先頭を走 っ
て いた ラ テ ンア メ リカの経 済発 展 が債 務危 機 な ど によ り変調 を きた した
1980年 代以 降,唯 一安定 的に高度成長 と国民生 活の 向上 を続 け る 「東 ア ジ
アの奇跡」 と して急速 に研究 者お よび政策形成者の注 目を集 める こととな っ
たのであ る。
東 ア ジアの一 角が,NICS(3)と 言 われ,そ の順調 な経済発展 を もってブラ
ジルな どラテ ンアメ リカ諸国 と並 ん℃世の関心 を引 き始 めたころ,こ れ ら諸
国 の観察者が発見 した事実 は,ア ジアにおいて もラテ ンア メ リカにおいて も,
これ らの高度成長 を記録 して いたのは,権 威主義的(準)軍 事政権下 の経 済
で ある とい うことであ った。 これ らの政治体制 を指 して,ラ テ ンアメ リカで
は,官 僚的権威主義体制(bureaucraticauthoritarianregime),アジアで
は開発独裁 とい う概 念が生まれ るようにな る。 ここで強調 されたのは,経 済
発展 の成果 はあげなが らも,そ れに よって 自己の政権の正統性 の根拠 と し,
社会 と国民 を強力 に上か らコン トロールす る政権の抑圧性で あ った とい って
よい。 しか し,ア ジアにおけ るこの 「開発独裁」 は,や がて,自 らが目的 と
し,生 み出 し続 けて きた経済 発展 の副産物 ともいえ る市民社会 の成長 とそれ
による民主化運動 に よって倒 され ることとな る。ハ ンチィ ン トンのい う 「民
主化 の第三 の波」(Huntington,1991)が ア ジアの権威主 義体制 に も波及 し
た ので あ った。 こうして,東 アジアの数 力国は,戦 後世界 の途上 国の中で,
唯一,民 主 的でgか な先進世 界の仲間入 りをす ることとな った0
しか しなが ら,振 り返 って考え ると,こ の唯一の成功例,東 ア ジアの経 て
きた道 は,戦 後の近代化論が想定 した,経 済発展 と政治発展 とを車 の両輪 と
す る西 欧社会 と同様の 「近代 化」 の道で は決 してな い。 また,そ の経済発展
を リー ドした政府 の経 済運営 には,20世 紀 の第4四 半世 紀 に再 び経済学 の
主流 とな った ところの新古典 派経 済学が説 くオ ーソ ドックスな 自由主義経 済
とは違 う要素 が多 く見 られ ることも明 らかで あった。
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この アジア型経済発展,あ るいはそれを支 えた国家 ・政府の あ り方 に対す
る興 味は,内 外 において,開 発主義,開 発体 制,あ るいはdevelopmental
state等,い ろい ろな名称 を冠 した概念 を生 んで きた。 しか し,こ れ らは い
ずれ も,一 定 の合意 を もって確定 した定義 の下 に使われ ることな く,同 じ言
葉に論者 によって さまざまな意味 がこめ られ,さ ま ざまな文脈 において使用
されて きた。 同一 の語 にこめ られた意味 の違 いは,場 合 によ っては,誤 解 と
混乱 を招 く原因 となっている。
本稿 は,こ の戦後 アジアの政治経済 に関す る類似 したい くつかの概念 につ
いて,そ の体 系的整理 にむ けた試論であ る。特 に,わ が国の学 界において頻
繁 に使用 される 「開発独裁」 と 「開発主義 ・開発体制」,な らびに主 と して
英語文献 におけ る 「developmentalstate」 を と りあ げ,主 要 な先行研究 に
おける これ ら概念 の用 い られ方 とその背景を探 り,比 較す る。 その作業 を と
お して,東 ア ジア研究 あ るいは開発研究 にお けるこの重要概念 の整理 を行 っ
てみ たい。
1.開 発 独裁
経 済開発 を積極 的に推 し進 め る東 ア ジアの権威 主義体制の特徴を示す概念
として1980年 代初めか ら使 われるようにな った言葉 が,「 開発独裁」であ る。
この言葉 は,1960年 代,ラ テ ンア メ リカにお いて次 々と人民 主義政権 を倒
して成立 し,強 力 な工業化 を推進 した軍事政権 の性格 をモデル化 したオ ドン
ネル の官 僚的権 威主 義(bureaucratic-authoritarianism)体制 論(ODon-
nell,1973)な どの影響 を受 けつつ,ほ ぼ 同時期 にア ジア に登場 し,同 様の
工業 化を進めていた独裁政権を理解す る概念 と して比較政 治の分野 にお いて
提起 された もので,経 済開発を重視す る(し た)東 ア ジアの長期独 裁政 権の
性格 を描写 す る用語 と して,や がて,一 般の マス コ ミにおけ る論説 な どにも
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登場するようになる。
政治学の分野におけるその他多 くの重要概念 と同様,こ の開発独裁という
言葉に一定のコンセンサスを得た定義は存在 しない。「経済成長のためには
政治的安定が不可欠であるとして,政 治体制への参加を著 しく制限する独裁
を正当化 している体制」(高橋,1980,170ペ ージ;恒 川,1983,67ペ ージ),「経
済開発によって政治権力の正当化を図る政治体制」(藤原,1992,328ペ ージ),
「経済開発 という国家 目標を設定することで正統性を付与 され,そ の目標に
対 し,一 定の成果を収めた独裁政治」(朴,1999,46ペ ージ),「開発の成功に
よって政治権力の正統性を保つ政治体制」(甲斐,2004)な ど,様 々に定義さ
れているが,こ れら多 くの定義に共通す るのが,「 開発」 と 「正当化」ある
いは 「正(当)統 性」 という2つ のキーワー ドである0す なわち,戦 後の世
界において絶対の崇高な価値を認められているところの民主主義,つ まり政
治 プロセスへの国民参加を否定する 「独裁」 という政治体制を,も うひとつ
の重要な価値,す なわち急速な 「開発(=貧 困からの解放)」 の実現のため
にはやむをえないとして正当化する体制が 「開発独裁」である(%
もちろん,た とえ至上の目的である 「開発」のためとはいえ,「独裁」 が
必要 という主張は受け入れられにくい。そこで当該政権が実際にその必要性
を主張するのは,独 裁ではなく,政 治的安定 ということとなる。政治的安定
のないところには,経 済成長はない。そして,経 済成長のないところには,
分配の是正による貧困の解消 もありえない。不安定な社会の中で政治的安定
を確保するためには,反 対派の徹底的弾圧 ・排除が必要 となり,そ のための
権力の集中が正当化 されることとなる。 こうして開発独裁は,経 済成長と政
治 ・社会的安定の確保 とを最重要課題 として掲げる 「安定と成長の政治」と
なるのであった(5)。
しか しなが ら,こ の概念が登場 した頃,1980年 代の初めに途上国の政治
を眺める比較政治学者が目の当たりにしていたのは,実 は,そ の 「安定と成
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長の政治」の崩壊であり,政 治 ・社会体制の危機であったということに,わ
れわれは留意 しておくべきであろう。開発独裁の代表的定義を与えるものと
して現在で もしば しば引用される論文の中で,高 橋進は,1970年 代半 ばの
ヨーロッパ,ス ペインのフランコ体制崩壊 とともに,1979年,ア ジアにお
ける2つ の強力な開発独裁の崩壊,す なわちイラン革命によるパー レビ王朝
瓦解と突然の大統領暗殺による韓国の朴正煕体制終焉 とを,体 制の危機管理
という観点か ら説明 しようとした。 この開発独裁 という概念によって初めて
注目されるようになったアジアにおける開発政策 と政治体制 との関係を,東
南アジアを対象地域 として体系的に論 じようとした鈴木佑司(末 廣,1994,
209ペ ージ)も,ま た同様に,イ ランと韓国のケースに言及 し,こ の2つ の
体制の崩壊の要因は,政 治的安定 と経済成長を車の両輪 とす る 「開発政
治」(6)に踏み切った他の多 くの国々が共通 して直面 している危機により説明
されると論 じている。つまり,急 速な近代化 ・経済開発によって国内にもた
らされた経済格差(=経 済危機)と,そ の近代化を上か ら強力に推進す るた
めに必要 とされた 「政治的安定確保」という名の下の政治 ・社会的弾圧がも
たらしたゆがみ(=政 治の危機)と が,イ ランと韓国の体制を崩壊させた重
要な要因であ り,こ れ らは,「開発政治」 をとる東南アジア諸国に共通 して
存在する問題で,そ れぞれの社会において同様の危機を生み出しているとい
うのである。
鈴木によると・東南アジア諸国に展開された 「開発政治」の特徴は,工 業
化を政策の中核とし,そ の実現のために資本 ・技術を外資に依存 しなが ら国
家主導型の開発をすすめるものである。その政策の帰結 としてやがて,① 経
済の不均等発展,② 社会矛盾の拡大,③ 権威主義支配体制の形成,が 現れる
とされる(鈴 木,1982,第2章)。 つま り,こ の政治体制は,一 見,長 期安定
的なもののように見えなが ら,実 は,内 部に脆弱性をかかえ,結 果として不
安定なものとならざるを得ないのであった(同 書,第5章)。
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東 アジアの権威主 義体制に対 する このよ うな視角は,開 発独裁,あ るいは
開発政治(鈴 木,1982),開 発体制(岩 崎,1994)な どという言葉 を通 して,80
年代以降,東 ・東南 ア ジアの地域研究 を中心 と して受 け入れ られて ゆ くこと
となるω。特に朴正煕政権下 の韓国 をその典型 と して,国 民党支配下の台湾,
リー ・クア ン ・ユーの シンガポール,イ ン ドネ シアの スハル ト政権,マ レー
シアー マハ テ ィール,フ ィリピンー マル コス政 権,タ イのサ リッ ト政権 など
にこの モデルが適用 されるようにな った。後述 す る 「developmentalstate」
や 「開発主義」 とほぼ同 じ国々に用 い られた同様の概念であ るということが
で きようが,こ の 「開発独裁」(あ るいは 「開発政治」)と い う概念 は,国 家
あるいは支配 の性格 ・形態を理解 ・分析 しよ うとす る際に言及 され ることが
多 く,そ の議論 の中では体制 ・政権 の独裁 ・強 権的性格が重視 され,ど ち ら
か とい うと否定的 な含意 を もって使用 され ること も多 い⑧。 また,そ の 出自
においては,比 較 の観点を持 って登場 した概念 ではあ って も,そ の後,比 較
政治上 の概念 として精 緻化され るこ とも特 にな く,国 別の地域研究 の中で,
当該国 の政権 の性格 を描写す る際に言 及 され る程度の用法 にとどまって いる
と評 して差支 えあ るまい。
なお,上 述 の 「開発のためには権威 主義,あ るいは独裁が必要」 とい う論
理 の理解 について付言 しておかねばな らない ことがあ る。 この論理 は,本 来
支配 の正統性 に問題を抱える体制 が正 統性を確保す るため に用 いた レ トリッ
クにす ぎず,事 実を表 した ものではない とい う解釈の存在で ある。 開発 が第
一 の目的で あ り,そ のための方法論 として権威主義が必要 となるのではな く,
実態 はむ しろその逆,権 威主 義体 制のエ リー トが,自 らの政権 の正統性 を誇
示す るために開発を必 要 とした,と いう理 解である(郭,1996,14～15ペ ージ)。
このよ うな理 解は,研 究者の間では必ず しも少数 にと どまる もので もないよ
うであ る。 定義に見 られ る政 権の 「正当化」 という語 は,こ うい つた理解 を
示 唆 してい るとも考え られ るのであ る(9)。
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2.developmentalstate(発展 指 向型 国家 ・開 発主 義国 家)
同 じ頃,同 じ東 ア ジア諸 国の政治体制 を描写 す る概念 と して,特 に英米の
政治 ・経済学者 の間で用い られ るようにな ったのがdevelopmentalstate('o)
で ある。分析 の対象 とな った体制 が同 じであ るゆえ に,当 然,そ のモデルの
主要な特徴 とされ る点 には共通点 も多 い。 た とえば,経 済成長 の実 績がその
権威主義的支配の正統性の根拠 とされる とい う点 は,双 方 において最 も重要
な特徴 の ひとつ に挙 げ られ てい る。 しか しなが ら,後 述 す るよ うに,こ の
developmentalstateと い う概 念 は,そ れがた とえ一 国を対象 とした研 究で
用い られ る場合 に も,そ の 中に比較 の観点 を内包 してい る。
で は,こ のdevelopmentalstateとはいか な る概念 か。Moon&Rhyu
が指摘 してい るとお り,こ れ は,経 済 のパ フォーマ ンスを国家 とその周辺 の
制度配置(institutionalarrangement)との関係 において説明 しよう とす
る様 々の理論 や観 察 ・叙述 か らな るひ とつ のパ ラ ダイ ムで あ る(Moon&
Rhyu,2002,102ペ ージ)と い うこ とがで きる。 そ して,こ のパ ラダイム は,
経済発展 に関す る新古 典派経済学的理解(パ ラダイム)に 対 し,東 ア ジア諸
国の経験 の再評価(再 解釈)に 基づ いて正面か ら異論 を唱え,全 く異 な った
アプ ロー チの あ り方 を呈示 す るもので あった(on,:,1991,109～110ペ ージ)。
その 「様 々の理論 や観察 ・叙述」 は,し か し実 は,そ の 目的 と性格 におい
て明確 に異な る2種 のカテゴ リーに分類 して捉 えることがで きよ う。第一 は,
まさに新古典派パ ラダイムへの挑戦,東 アジアの 開発(成 長)に おける政府
の役割 をその主 た るテーマ とす る国別の実証研究 であ り,い まひとつ は,よ
り広 く,途 上 国全般 におけ る開発 ・経済パ フォー マ ンスと政治 との関係 を問
う比較政治 の研究 であ る。
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(1)新 古典派パラダイムへの挑戦一束アジアの開発における政府と市場の
役割
developmentalstateと い う概念 を最初に提示 したの はチ ャーマーズ ・ジョ
ンソン(ChalmersJohnson)である。1982年 に出版 され たMITIandthe
JapaneseMiracle(『 通産省 と日本の奇跡』TBSブ リタニカ,1982年)に お
いて,ジ ョンソンは,経 済におけ る国家(政 府)の 役割が主 と して市場 の機
能 を保証す るための規制の枠 組みをつ くることで あると理解 され る欧米先進
国(特 に英米)(1Dに 対 し,日 本 は国 家が工業 化推進 の役 割を担 うdevelop-
mentalstateで あ ると し,通 産省 を中心 とした官僚機構 が産業政策 の立案 ・
実施 を通 じてその役割を果た し,結 果 と して 「日本の奇跡」が もた らされ た
過程 を説 明 した(Johnson,1982)。
この時点 にお けるジ ョンソンの議論 は 日本政 治経済論で あ り,急 速 な戦後
復興 とその後の高度経 済成長 を経 た 日本経 済が,1970年 代,二 度 にわた る
オイル シ ョックにより多 くの先進 国経 済が不況 に陥 る中で も,何 とか その危
機 を乗 り越 え,安 定成長を維 持 したその強 さの要因 を,自 国 アメ リカとの比
較 において明 らかに しょうと した ものであ った。 ここで は,そ の視野 は東 ア
ジアの他 の国 々に及 ぶ ことはなか った(12)し,ま た,経 済学 のパ ラダイ ムに
異 を唱えよ うな どとす るもので もなか った とみ な して よか ろう。
しか しなが ら,1980年 代 の後半 になる と,こ のモ デルは,ジ ョンソ ン自
身 によ って 日本 の周辺 国,韓 国 と台湾 に も応用 され ることとなる(Johnson,
1987)。 このモ デルは,さ らに他の多 くの研究者 に も大 きな影響 を与 え るこ
ととな り,以 って1980年 代末 か ら1990年 代 には,東 アジアの経済発展 にお
け る国家 の積極 的役割 を論 じるひ とつの重要 な見方,developmentalstate
パ ラダイムを形成す ることとなる。
日本 に続 き,1960年 代 か ら目覚 しい経 済発展 を続 けて世 界 の注 目を集 め
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るよ うにな っていた東 ア ジア諸 国,特 にアジアNIES(13)と 呼ばれ る韓国,台
湾,シ ンガt一 ル,香 港 の成功 の要因 をめ ぐっては,1980年 代,新 古 典派
の経 済学者 たちによ る,「 市 場(メ カニズ ム)の 勝利 」 と しての解 釈が主流
とな っていた。彼 らの主 張によ ると,戦 後の開発経済学が主張 した国家 ・政
府主導 の 「上 か らの開発」 は,多 くの途上国 にお いて 「政府 の失敗」 による
様 々な弊害 と非効 率を招 き,期 待 された成長の果実 を生 み出す こ とはほとん
どできなか った。 その典型的な例が ブラジル に代表 されるラテ ンアメ リカ諸
国であ るω。 これ に対 して,早 い時期 に輸入代替 か ら輸 出指 向の工業化 への
戦 略の転 換を行い,輸 出に牽引 された長期安定的高度経済成長 を実現 した東
ア ジア諸 国の成功 は,経 済 に対す る政府の介入 を控 え,市 場 の価格 メカニズ
ムを生 か した ことによる もの と理解 され たのであ った。 この東 ア ジアにおけ
る 「市場の勝利」 は,戦 後の開発途上地域 における開発努力 にそれまで理論
釣支柱 を与 えてきた開発経済学 の有効性 と有用性 とに疑 問を呈す るとともに,
東ア ジア以外 の途上国 に対 して も,経 済 の 自由化,市 場 の開放 を求め る新 し
い開発戦 略 ・処 方箋 の採 用 を強 要す る構 造調整(SAL)ア プ ロー チへ とつ
なが って ゆ くこととなる。
これ に対 し,ジ ョンソンのdevelopmentalstateと い う概念 を用 いなが
ら,韓 国 や台湾 の政府 が,い かに市場 に介入 し,価 格 を操作す ることによっ
て民間企業家 にと ってのイ ンセ ンテ ィブを創 り出 しなが ら国家主導の開発 を
進 めたか を詳 細 に提 示 して反論 したの が,ア ム スデ ン(Amsden,1989)や
ウ ェー ド(Wade,1990),ウ ー(Woo,1991)な どであ る。 後述す るハ ガー ド
ら比較政 治学者の議論 との間 で互 いに互い を補完 しつつ,90年 代 を通 じて,
developmentalstateは 途上 国の政治経済 に対す る重要 なひ とつの アプロー
チ(パ ラダイム)と して,多 くの論者 の批判 と共感 を得 なが ら大 きな影響力
を行使 して きた。新古典派経済学 者 とこれ ら研究者 ㈹ の間 には,必 然的 に,
途上 国の経済 発展 におけ る政府 と市場の役割一 どち らが よ り重要 か一 をめ ぐ
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る論争 が繰 り広 げ られることになる㈹。
ところで,前 述 の とお り,こ のdevelopmentalstateと い う概念 もまた,
一 定の確立 された定義 を有す る ものであ るとは言 いがたい。Woo-Cumings
の ように,developmentalstateには,開 発に対す る真摯 な願望 あるいはナ
シ ョナ リズ ムに支 え られ た強 い意思が あれ ばそれでよ く,必 ず しも成功 裏に
経 済成長 をな しとげ るとは限 らない(Woo・Cumings,1999,4ペ ージ)と 非 常
に広 くとらえ る場合 と,実 際 にきわめて良好 なパ フォーマ ンスをあげた場 合
に限 るの とで は,当 然 のことなが らそのスコープが大幅 に異 な って くる。 前
者 のよ うに開発 に対す る国家 あるいは政府 の強 い意思 の存在 のみで定義 し,
その意 思を実現 させ る能カー つ ま り,実 現 のための人 的 ・制度 的 ・社会 的能
力 な ど一は問わ ないということになると,ラ テ ンアメ リカ諸 国やイ ン ドな ど
が このdevelopmentalstateと して認識 され る ことにな る。 それ に対 し,
後者 の ようにきわ あて高 い能力を備え た国 に限定す ると,対 象 は,日 本 およ
び香港 を除 くアジアNIES,そ してせいぜい一部のASEAN諸 国に限 られ る
こととな る。 しか しここで,一 般 に,政 治的 に も経済 的に も自立 し,平 和 で
:豊かな国民生活 を実現す ることが戦後 の多 くの新興 国民 国家 の基 本的願望 で
あ った ことを想 起す る と,「 開発 に対す る意思」 は,程 度 の差 こそあれ,多
くの国家に共通 の ものであったろうと推論 され る。 その場合,開 発への意思
のみ に よって定義 され たdevelopmentalstateと い う概念 はか な り数多 く
の途上 国に あて はまることとな り,あ ま り有用 な もの とはいえな くなる。 し
たが って,こ こでは,後 者 よ りの見解 に立 ち,実 際 に開発 の成果 を挙 げた国
をdevelopmentalstateと した場合 のその特徴 をあげてお く。
Moon&Rhyuは,developmentalstateに最低 限共通 す る特徴 と して,
(1)経済発展 を国家 の最優先課題 とす るこ と,② その課題 を達 成す るため に,
国家(政 府)が 経済 に介入す ること,そ して,(3)そ の成功 が,社 会の政治的
圧 力か ら 「遮 断」⑰ された合理 的で有能 な官僚群 によ って保証 されてい るこ
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と,と い う3点 を挙 げて い る(Moon&Rhyu,2002,102～103ページ)。 多 く
の研究者 が同様 の点を指摘 してい るが,た とえ ば,ジ ョンソ ンな どは,こ れ
らに加 え,市 場 メカニズ ムの重視㈹,あ るいは官民協調 の重要性 な どをあげ
ている(e.g.Johnson,1982,1987;◎nis,1991)。
② 開発 ・経済改革の政治経済学
開発における政府の役割の重要性を論 じた地域研究(国 別研究)と しての
developmentalstate論 に対 し,も うひとつのカテゴリーは,政 治学者によ
る比較研究である。これは,一 部の途上国が成功裏に開発を進めたのに対 し,
その他多 くの国々はそれができなかった要因を政治に求め,そ の政治と制度
とを明 らかにしょうとしたものであった。途上国全般における総合的な開発
パフォーマンスの違いに加え,特 に,東 アジアとラテンアメリカ諸国のパフォー
マ ンスを分けた要因として,前 者は適当な時期に必要な政策変更を実施する
ことが可能であったのに対 し,後 者はそれができなかったということが重要
であると認識され,こ の差をもたらした国家と政治のあ り方が分析の対象 と
な った。1980年 代前半 に顕在化 した途上国のパ フォーマンスの分岐一束ア
ジアの 「奇跡」 とその他地域の多 くの国々の財政 ・債務危機と停滞一を背景
として,輸 入代替から輸出指向への工業化戦略の転換や,ほ ぼすべての途上
国で推進されたマクロ経済政策全般あ重要な変更を含む安定化 ・構造調整策
の実施などが,特 に重要な政策変更 として注 目され,1980年 代末か ら1990
年代にかけて,多 くの比較研究を生むこととな ったのである。
なお,こ の背景として,戦 後アメリカの政治学における 「流行」を念頭に
お くと,こ の一連の研究の意義がわか りやす くなる。1950年 代のいわゆる
行動主義革命以来,ア メリカの政治学において国家や政府がその主要な分析
対象となることは少なくなっていた。その潮流に対する見直 しを訴えた著作
に,1985年 の エバ ンス(Evans,P.)や スコッチポル てSkocpol,T.)ら に
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よ るBringingtheStateBackIn(Cambridge:CambridgeUniversity
Press)が あ る。 この中でエバ ンス らは,単 な るア リー ナと してで はな く,
アクター と して,あ るいは社 会 を形 作 る制 度 的構 造(institutional-strut-
ture)と して国家 を分 析の対象 とす る必 要性 を主張 し?注 目され た。 この
「国家 の再興」 を背景 と して,1980年 代後半 か ら1990年 代,以 下 に説明す
る開発 の政治経済学 といわれる研究 が登場 す ることとな る。なお,同 時期,
経済学 を も含 む社会 科学全般 において 「制度(institution)」 へ の関心が高
ま.つた こと もこれ ら新 しいアプローチの背景 として重要 であ る。
さて,こ の分野 で まず取 り上 げな ければ な らな いのが,ハ ガー ド(Hag・
gard,S.)に よる一 連 の研究 であ ろ う。 ハ ガー ドは,東 ア ジアNIES(!9>一 そ
の中で も特 に韓国(お よび台湾)一 に注 目 し,そ の政治体制 ・制 度 と実際の
国内 ・国際政治の状況が,い か に して政策 の形成 ・選択 と実施 に影響 を与 え
たか というこ とにつき,1980年 代後半 か ら90年 代前半 にか けて多 くの研究
成果 を発表 した。90年 代半 ば には,政 治学者 のみな らず,世 界銀 行等 の経
済学者 を も含む他の多 くの研 究者 が,ア ジアの経済発展 の分析 に際 してその
研究成果 を取 り入れ るようにな る。
ハ ガー ドおよび同様の立場 を とる他 の研 究者 の分析の 中で 中心 的な位置 を
占めるのは,社 会 に対 して 自律 的な国家 と強大な権 限を一手 に集 中させ なが
ら,他 方,自 国の開発 ・経済発展 に強 い コ ミッ トメン トを有す るその指導者
の役割 である。 国家 や政 府が単 にア リーナ と して理 解 され,そ の 中の利益集
団 による圧力政治 が前 提 とされるモデルでは,韓 国や台湾 における柔軟な政
策変 更 は説 明できない。 ハガー ドは,こ れ ら諸 国において ラテ ンアメ リカの
場合 と異な り,社 会 の有力者集 団に とって不利益 とな る大 胆な政策変更が可
能であ った のは,開 発 のために必要 な施策 を実施す る意思 と能力を有 し,社
会 の反対圧力ρ・ら自律 的な強 い国家が存在 したか らであ ると説 明 した。 さら
に,そ の国家が 「開発のため に必要 な施策」 「正 しい政策」 を見極 めう立 案
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するこ とを可能 な らしめ るために,政 府はその官僚制内部 に有能 なテクノ ク
ラー ト集 団を抱 え,指 導者 は,そ の強大な権限を もって,社 会各層か らその
テ クノクラー ト集団 への圧力 を 「遮 断(insulation)」 し,そ の能 力を遺憾
な く発揮 した政策形成 を遂 行 させた とされ る(Haggard,1988,1990,Haggard
&Kaufman,1992)。 そ して さらには,民 間企業 の活動 を主体 と した市場経
済の中で,こ のよ うに社会の声を遮断 して政策 を形成す る官僚 の独善 を防止
する とともに,そ の政 策の円滑かつ効果的 な実施 を担保 するための もの とし
て機能 レた いわゆ る官 民協調 の システ ムが,embeddednessと い う概念 と
して付け加 え られ る。 つ ま り,こ れ ら国家の重要 な特徴 である ところの 自律
性 は,embeddednessを 伴 った 自律性(embeddedautonomy)であ った
(Evans,1992,1995)o
東 ア ジアNIESの 開発 と政治を説明す るこの モデルの説明す る ところは,
「開発独裁」 と して描 かれる政治 の具 体的描写 と大 き く異な る もので はない。
しか し,そ もそ もの研究 目的が顕著な成功 の要 因を探 る ことであ った ことか
ら,東 ア ジアの典型 的な成功例 で あ るNIES以 外 のASEAN諸 国が こ こで
分析 の対象 とされ ることはほ とん どない。それに もかかわ らず,よ り体系 的,
理論 的かつ広範な比較研究 と して議論 が展 開された こともあ り,こ の一連 の
研 究は,ア ジアの開発 と政治 を対象 とする領域 における重要 なモデル として,
広 く多 くの研 究者 の受 け入れ るところとな っている。 しか し,残 念 なが ら,ハ
ガー ドやエバ ンスなど,こ の分野 における英米 の研究成果 はほとん ど翻訳 され
ていないこともあ り,わ が国の学界における影響力 は必ず しも大 き くない。
3.開 発主 義
さて,わ が国の学界においては,「開発独裁」 に対 し,価 値判断の含意を
含まない概念 として昨今ではより頻繁に用いられるのが 「開発主義」,あ る
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いはその開発主義が反映 された政治体制 と して の 「開発体制」 であるとい っ
てよか ろう。多 くの問題 をかかえ る独裁 の一類型 と して生 まれた 「開発独裁」
に対 し,こ の概念は,め ざま しい経済成長 の実績を上 げた東 アジア地域 の政
治体制 のあ り方,あ るい はそれを支 え るイデオ ロギ ーを探求す る中で形成 さ
れ,確 立 され て きた ものであ る。 したが って,ど ち らか とい うと,前 項 の
developmentalstateに 近 い背景 の下 に成立 した もの で,「 開発独裁」 の よ
うに特 に否定 的なニ ュア ンスは強 くない。
(1)渡 辺利夫のアジア新産業国家の政府論
その意味 か ら,ま ず ここで挙 げておきたいのが,渡 辺利夫の 「アジア新産
業国家 の政 治経済 学」,ア ジアNIESの 経済 成長 と政府 の役割を論 じた議 論
で ある。渡辺 は,「 開発主義」 とい う言葉 は用 いない もの の,1989年 の 『西
太平洋 の時代一 ア ジア新産業国家 の政治経済学』 において,ガ ー シェンクロ
ン(Gerschenkron,A.)の後発国 の工 業化仮説 な らびに ジ ョンソンの 「発
展指向型国家」⑳ の概念 を応用 し,戦 後ア ジアがおかれた環境 における開発 。
工業 化 には,国 家主導型 の開発戦略が不可欠 だ った こと,そ してその遂行 の
ため には権威主義 的体 制が不可避 であ った ことを論 じた(渡 辺,1989)。 その
文 脈において渡辺 は,こ れらアジア諸 国に とって,そ の歴史 的条 件を考慮 す
ると権威主 義体制 は唯一 の合理 的な選択肢 であ り,こ れを 『「開発独裁」 と
い ったマイ ナス ・イメー ジの濃厚な用語法 で くるみあげ るのは正 当でない』
(同書,100ペ ージ)と,開 発独裁 ア プローチを厳 しく批判 して,ア ジアの開
発 を支 えた政治 につ いて否定的 な価値判断を含 まな!・新 しい見方を提示 した。
これ は,英 米 にお いてアムス デ ンや ウ ェー ドがdevelopmentalstate論 を
展 開 し始めたの とほぼ同時期であ り,そ の議論 の内容 もかな り性格 を同 じく
す るもので あったとみ な して よか ろう。 た とえ ば,前 項 で説 明 したアムスデ
ンのdevelopmentalstate論 も,そ の理 論部分 において大 き くガー シ ェン
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クロンに依存するとともに,実 証部分でその詳細を述べるのは韓国の事例で
あった(Amsden,1989)。 ただ し,ア ムスデ ンらが論破 しようとしたのは市
場の役割を重視する新古典派経済学者のアジアNIES論 であったのに対 し,
経済における政府の一定の役割については概ね合意があるわが国において渡
辺がより強 く意識 していたのはアジアの開発独裁論であり,そ の意図すると
ころは権威主義的政権 とそれが成 し遂げた経済的成果の再評価であったとい
えよう(21)。
② 村上泰亮の開発主義論
さて,「 開発主義」 とい う概念 を最 初 に提示 し,体 系的 に論 じたの は,今
は亡 き村上泰 亮の大著,『 反古典 の政治経 済学 』(上 ・下2巻,1992)で ある。
村上 は,ま ず,資 本主義 と産業化(一 人 当た り生産 の持続 的成長)は 区別
され るべ きであ ると説 く。 ここで資本主義 と表 されてい るものは,静 的な均
衡論 と しての新古典派経済学の ことで あ り,対 す る産業化 とは,動 的 プロセ
ス としての経済成長であ る。 この2つ が区別 されるべき とい うことは,既 存
の(新 古典派)経 済学 では経済成長 の問題は説 明できないということであ り,
1980年 代 以降 の経 済学の分 野に おける(新)古 典 派復興,開 発 経済学 の凋落
の傾向 に対 して,あ らた めて ア ンチテーゼを提示 した もの と理 解す ることも
で きよ う。村上 は,さ らにその産業化 について,2つ の形態 があ るとす る。
古典的経済 自由主義 と開発主義で ある。 つま り,開 発主 義は,レ ッセ フェー
ル には基づか ない もうひ とつの産 業化の あ り方 とい うことにな る(村 上,1992
(下),3～4ペ ージ)。
よ り具体的 には,開 発主義 は,以 下 のよ うに定義 され る。
私有財産制 と市場経済(す なわち資本主義)を 基本枠組みとするが,産
業化の達成(す なわち一人当たりの生産の持続的成長)を 目標とし,そ
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れ に役立 つ限 り,市 場 に対 して長期 的観点(22)か ら政府 が介入 す る こと
も容認 す るような経済 システムで ある(同 書,5～6ペ ージ)。
村上はさらに,こ の開発主義の重要な性格として,国 家を単位として設定
される政治経済システムであること,さ らに,議 会制民主主義に対 して何 ら
かの制約が加えられている場合が多いということを付け加えている。結局の
ところ,開 発主義 とは,「 かつての重商主義や ドイツ歴史学派の発展形」で
あ り,自 由主義 とは異なる,ナ ショナ リズムの立場 に立った産業化の理論 ・
政策である。そしてこれは,日 本のみならず,そ の他多 くの東アジア諸国の
戦後の経済発展の歴史的事実により,古 典的自由主義 とは異なるもう一つの
産業化の形態 としてはっきりと提示されたものなのである。 ここに,経 済は
政治とは別,と いう既存の経済学のアプローチは否定 され,「 古典的な政経
分離の観念を捨て,産 業化とナショナリズム,あ るいは産業化と民主化の関
係を分析す ること」(同書,6～7ペ ージ),す なわち政治経済学的アプローチ
の必要性が指摘されるのであった(同 書,第7章)。
しか し,村 上の議論は実際には日本以外の戦後アジア諸国の経験の詳細 に
触れることはな く,近 代以降の欧米先進国 と日本の経験の歴史的再検討およ
び 「システム」 に対する理論的検討により組み立てられているという点にお
いて,前 項のdevelopmentalstateや 渡辺利夫の議論 とは一線を画す。 し
かしながら,そ のダイナミックな歴史の再検討に基づいた 「反古典」理論の
持つ重要性 は,や はり決 して過小評価すべきではない。
(3)現 代の開発主義
さて,こ の 「開発主義」あるいは 「開発体制」という言葉を現代アジアの
政治経済を語 るキーワー ドとして用いるようになるのが,1990年 代,特 に
その後半以降のアジア政治 ・経済論である。 しか し,こ こで も,こ れ らの概
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念は多 くの論者によって使用されなが ら,実 は,確 立された一定の定義は見
当たらない。 しか しなが ら,こ れは 「開発独裁」とは明 らかに異なる文脈の
下に用いられるようになった概念である。その違いのひとつは,ま ず,こ の
概念は,一 国の政治経済体制の描写のために用いられる便利なラベルである
というより,比 較の中から生 まれ,よ り積極的に比較の観点が組み込まれた
ものであるという点である。 この概念においては,非 常にしばしば(東)ア ジ
アに共通の特徴であるという点が強調される。 また,時 間的にアジア通貨危
機の後に発表されている研究が大部分である。すなわち,そ の 「危機」がモ
デル自体に明示的に取 り入れ られているか否かは別 として も,た だ単純に
「東アジアの奇跡」の成功の政治的要因を探る……といったモデルにはすで
に有用性は低いことが自明となっている。 したがって,モ デルには,急 速な
経済成長だけではな く,そ の後の民主化と通貨 ・経済危機という2つ の重要
なイベ ントについても,一 定の説明を提示 しうるものであることが要求され
ているのである。
以下では,こ の開発主議論の主たる論者 として,末 廣昭と岩崎育夫をとり
あげ,彼 らの研究成果を中心として現代の開発主義論の特徴を考えてみたい。
末廣は経済発展に,そ して岩崎は政治発展(政 治の変遷と民主化,市 民社会
の形成など)に 対す る興味を中心 としながら,こ の開発主義という言葉をひ
とつのキーワー ドとして戦後アジアの政治経済を論 じている。
さて,一 般に 「開発主義」は 「開発体制」 と別に定義され,明 確に使い分
けられることが多い。前者は 「主義」 という語が示すとおり,イ デオロギ〒
であり(末 廣,2000,110ペ ージ;横 山,1996,42ペ ージ;白石,1994,230ペ ージ;
甲斐,2000,4ペ ージ),そ のイデオロギーが結実 した政治体制が開発体制で
ある。末廣は,「独立」という20世 紀前半の共通課題を克服 した途上国にとっ
て,「 開発」はそれに代わる戦後の新たな課題となり,そ の結果 として,「 開
発主義」はアジアに限らず,広 く戦後途上国地域に共通のもっとも重要なキー
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ワー ドのひ とつ とな った と論 ず る(末 廣,1998,1ペ ー'ジ)。 ここでその 「開
発主義」 とは,
「開発」を特定の国家目標に向けて国民を動員してゆくための基本スロー
ガンに据え,こ れをてこにして,個 人や家族 ・地域社会ではなく,国 家
や民族の利害を最優先させ,国 の特定目標,具 体的には工業化を通 じた
経済成長による国力の強化を実現するために,物 的人的資源の手中的動
員 と管理を図ろうとするイデオロギー,
と定義される(同 書,218ペ ージ)。しか し,上 述のとおり,ほ とんどの途上
国が共通 して開発主義の傾向を有したにもかかわ らず,そ れ らの国々が必ず
しもみな高い経済パフォーマンスをあげえたわけではない。すばらしいパフォー
、マンスを示すことができた国は,む しろ少数(の アジア諸国)に 限 られる。
この違いを,末 廣は 「開発体制」の有無で説明した。開発主義のイデオロギー
がその目的実現のために法律や制度,組 織の整備を目的意識的に行い,① 国
家による投資資金の管理 ・運営,② 人的資源配分と労使関係への介入,③ 成
長の共有を実現するための社会政策,を 行ったとき,そ こに 「開発体制」が
成立 していると見,こ れが良好な経済パフォーマ ンスにつながったと考える
のである(同 書,19～20ペ ージ)。
他方,岩 崎も,「開発」「開発主義」を戦後アジア諸国の共通課題,あ るい
は国家 目標の変遷の中に位置づけて考える。岩崎のモデルによると,戦 後植
民地のステータスを脱 したアジア諸国がまず直面 した課題は,政 治的には独
立を果たしたものの,国 家 ・国民としての実態を有さぬ多様な民族 ・文化を
かかえる社会における国家統合であ り,そ れが実力を以って推 し進められる
過程において多 くの国で権威主義的な政権が登場することとなった。そして
その統合を果たした後,新 たに目標とされたのが,「 開発」である。民間部
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門が未成熟 の これ ら諸 国の経済 において,急 速 な開発 を 目指す には,国 家が
率先 して経済 開発を積極的 に進 ある以外 に道 はなか った。 ここに,政 治 的に
は権威主 義,経 済領域 にお いて は国家主導型 の 「開発体制」 が成立 す ること
とな った ので あ る(岩 崎,1998,116～123ペ ージ;2002,序 章)。 岩 崎 は 「開発
主義」 を
権力者が(開 発を)国 家や社会の価値 目標,あ るいは政治イデオロギー
として掲げ,開 発資源を上から体系化することを絶対化する考え,
と定義 し,「開発体制」を
開発主義を正統性原理にして,成 長達成を目的にした政策を採用 し,か
つ政治経済諸制度を(程 度のちがいこそあれ)合 目的的に体系化 した体制
と した(岩 崎,1998,116ペ ージ)。
この ように末廣 の定義 も岩崎 の定義 も,開 発 を至上 の 目的 とし,そ のため
に国墨 ・資源 を上か ら動員 しよ うとす るイデオ ロギーが開発主 義であ り,そ
の実現の ための制度化 を進 めた政治体制 を開発体 制 と呼んでい る。 本の タイ
トルや 「開発主義 国家㈱」 な どとい う用 法 も含め,よ り頻 繁に用い られ るの
は 「開発 体制 」 よ りも 「開発主義」 とい う語 の方 か も しれ ないが,「 開発主
義」 はいわ ばや る気,意 思 の問題(24)で,こ れ ら定 義 に従 って厳密 に論 じる
な ら,政 治経済学上 の概念 としてよ り重要なのは,そ の意 思が反映 された実
態,制 度 と しての 「開発体制」 の方 であ るといえ よう。 この 「開発体制」の
特質 と して論 じられ る内容 は,前 節 のdevelopmentalstate論 と同様 に制
度論が その中心 をなす。
で は,developmentalstateの議論 と開発主義 ・開発体 制論 は同様の もの
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とみな して よいのであろ うか。末席 は,開 発主義 の特徴 と して,① キ ャ ッチ
ア ップ型工業化,す なわち後発工業国 が先進 国に追 いつ こうと外国の技術を
導入 しなが ら限 られた資源を政府主導 で積極 的に動 員 ・管理 して進め る工業
化㈱,② 政治危機克服 のための国家 による上 か らの経 済社会 管理,す なわ ち
権 威主義,③ 成長第一主義(成 長 イデオ ロギー)の 国民的共 有,の3点 を挙
げ(末 廣,1998,13～15ペ ージ),そ の制度 化 につ いて は,① 開発 に係 る国家
機 関(官 僚機構)の 整備,② 国家 による通貨 ・為替 管理,③ 国家 による労使
関係 へ の介入,④ 社 会政策 の実施,の4点 を重要 点 とす る(末 廣,2000,
116～118ペ ージ)。 岩 崎は,開 発体制 において は政治制度 と経 済政 策 ・制 度が
有機 的 に一体化 してお り,そ こにおける基本要素 として,① 開発至上主 義の
論理,② 集権的行政 システム と権 限を委譲 された有能 な官僚 テ クノクラー ト
による国家主導型 の開発,③ 権威主義体制下 の反対 派弾圧,④ 形 式上 の議 会
制民主主義,の4つ を挙 げる(岩 崎,1994,8ペ ージ)。
これ らの特徴 は,ジ ョンソ ンや アムスデ ン,さ らにはハガー ドやエバ ンス
が描 い たdevelopmentalstateの モ デル と大 き く異 な るこ とは ないが,し
か し,同 様 ともいえな い ものであ る。developmentalstateモデル の中心
的概念であるテクノクラー トの遮 断,そ して官民エ リー トのembeddedness,
あ るいは これ らに類す るような概念 は開発主義 ・開発体制論 には登場 しない。
一見同様の興味 を有 しなが ら,こ の違 いは何 に起 因す ると考 え るべ きであ ろ
うか。
結 語 に 換 え て一 開発 主義 ・開発体制 とdevelopmentalstate
開発 主義 ・開発 体制 とい う概念 とdevelopmentalstateと は,少 な くと
も以下 の2点 において異 な った概念 であ る。
まず,そ れぞれの概念を生 んだ研究 の意 図が異な ってい る。双方 とも,経
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済 のパ フォーマ ンスを政治お よびその制度配置 との関係 において説 明 しよ う
とす る政 治経 済学 のア プローチを取 るとい う点 においては同様 であ る。 しか
しなが ら,前 述の とお り,developmentalstateは,他と比べ て突 出 した成
長 のパ フォーマ ンスの要 因をそれ ら政治 ・制度 によ って説 明 しよ うとす るも
のであるのに対 し,開 発主義 ・開発体制論は,「 結果」 としての実際のパフォー
マ ンスよ り 「イデオ ロギー」 や 「指向」 を重視す る。 なぜ な ら,開 発主義 ・
開発体制論 は,ア ジア,あ るいは東 アジアの戦後政治経済 を説 明す る普遍 的
モデルを探求 す るものであ るか らであ る。 この点 を,岩 崎 は次 のよ うに実 に
明確 に示 している。
開発体制 とは,開 発 に向けた政治経済体制を構築 した体制(指 向)の こ
とであ る,と 捉え るべ きであろ う。結果(経 済成 長)㈱ を判断基準 とす
るな らば,途 上 国で一定水準 の経済成長 を達成 した国 はあま り多 くない
ため,対 象 が極 めて狭 め られ,モ デルの普遍性を失 って しまう。開発体
制 の基準 は,パ フォーマ ンスよ り も 「指 向」 に置 かれ るべ きであ る。
(岩崎,1994,9ペ ージ)
第二 に,第 一 の点 と関連 し,研 究 の意 図が異な ることか ら,具 体 的に分析
の対象 とする国が異な って くる。developmentalstateは 「結果」 こそがそ
の研究 を必要 とす る問題 の基 にあ るところが ら,研 究対象 はす ぐれ た成功例
に限定 され る。 つま り,ほ とん どの場合,韓 国か台湾であ る⑳。 それ に対 し,
一定程度 の 「普遍性」 を求 め る開発主 義 ・開発体制論 は,よ り多 くのア ジア
諸国,具 体 的にはNIES以 外 のASEAN諸 国(%)を 視野 に入 れ ることとな る。
ASEAN諸 国 は,特 に1980年 代 以降,NIESに 続 いて 目覚 しい経済発 展 を
遂 げてい る。 前述 の渡辺利夫 は,こ のASEAN諸 国の成 長 につ いて,「 その
『熟 度』 において韓 国,台 湾 に劣 るとはいえ,ASEAN諸 国 の中に もうひと
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つ の発展指 向国家群の生成 をみて とるこ とがで きるか もしれな い。」 と して
い る(渡 辺,1989,90ペ ージ)。 しか しなが ら,独 立前 の植民地 支配 を中心 と
した歴史 的背景や戦後,冷 戦 の国際政治 にお ける位置づ けとそれに関連 して
超大 国ア メ リカとの関係,さ らには民族 構成や資源賦存の状況等,経 済発展
に関す る種 々の所 与条件 において,韓 国 ・台湾 とASEAN諸 国 との間 には
かな り大 きな違 いが存在す る。 当然 の ことなが ら,こ の違 いは,開 発戦略 や
結果 と しての経済発展のパターンに大きな影響 を与え るもの と考 え られ る(29)。
その経済 のパ フォーマ ンスと政治 ・制度 との関連 を語 る際 に も,か な りの差
が生 じて不思議 はない。観察 の結果 と して抽 出され るモデル は当然違 う もの
とな ろ う。 実 際,東 ア ジア に お け るNIESとASEAN,日 本 の8カ'国 を
HPAEs(high-performingAsianeconomies)として1つ の グループ と考
え,高 成長 の要因を探 った世 界銀行 の 『東 アジアの奇跡』 において も,本 来
その議論 の中心 とな るはずであ った産業 政策の効果 ・あ り方 に関す る部分 も
含 め,随 所 において 日本,韓 国お よび台湾 は 「例 外」 扱 いされている(世 界
銀行,1994)。 また,東 南 アジアの政治経 済について論 じる研究者 の中には,
北東 ア ジアにおけ る官僚制 のあ り方 や 「遮 断」,そ して東南 ア ジア社会 のパ
トロンー クライア ン ト関係な どを挙 げ,こ の隣接す る2地 域 の政治経済 のあ
り方 がか な り異 な るこ とを強調 す る者 も多 い(Islam&Chowdhury,2000,
28～29ペ ージ)。
なお,こ れ は必 ず しも意図 された違い を もた らして いる ものではないが,
開発主義 ・開発体 制論 の中心 とな ってい るの は,実 は,東 南 ア ジアの地域研
究 を本来 の専 門 とす る研究者 た ちであ るとい うこ とも注意 を払 ってお きた
い(30)。これ に対 し,developmentalstateは,アムスデ ンや ウ ェー ドの著作
に代表 され るその 中の詳細な国別研究で さえ,本 来 の地域研究者 による もの
ではない。 彼 らにとって,そ れ ぞれ の国 のケースは,あ くまで もケース ・ス
タデ ィである。 ここにまた必然的 に,大 きなアプ ローチの差が生 まれて くる。
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***
本稿 は,互 いに似 た名前 を持 ちなが らも,実 は別の 目的 と背景の下 に生 ま
れて きた概念 について,そ の相違 を明 らかに し,概 念の整理 を試み よ うと し
た もの である。 もともと 「違 うもの」 であ るのだか ら,特 に関連 を持つ必要
はな い。 しか しなが ら,こ こで最後 に,以 下2点 について,読 者の注意 を喚
起 して おきたい。す なわち,ま ず第一 に,名 称 が似 てい ることによる誤解 と
混乱 を きた して はな らない。 そ して,第 二 に,そ の違 いをは っき りと認識 し
つつ も互 いを参照す るこ とによ り,そ れぞれの分野 の研 究を よ り深め るこ と
がで きるのではないだろ うか。developmentalstateと 開発主義論 の融合 の
先 に,も うひとつ のア ジア政治経済論 があ る。 その新 しいア ジア政治経済論
を追 うことが筆者 の次 なる課題 である(31)。
《注》
(1)本 稿では,世 界銀行の 「東アジアの奇跡』(1994)(英 語版原書は1993年)
にな・らい,「 東アジア」を単独に用いる場合には,ミ ャンマー以東,東 南 アジ
アをも含む地域一帯を指す こととする。ただし,「東南アジア」と並列で用い
る場合には,東 南アジアを除 くいわゆる北東アジア地域,特 に日本 と韓国 ・台
湾を指す。中国については,「 社会主義市場経済」により目覚 しい経済発展を
続けてお り,昨 今では本稿で扱う開発主義論の枠内で論 じようとする試みもあ
るが,社 会主義という政治 ・経済体制の大きな違いにより,同 列に論 じること
は必ず しも容易ではない。特に本稿は先行研究の整理体系化をその目的とする
ものであり,主 たる先行研究の中ではいまだ中国を取 り込んだものは多 くない
ことから,と りあえず,本 稿において中国は議論の対象 とはしない。
(2)1996年,韓 国は,戦 後の途上国として初めて,念 願の 「先進国クラブ」
OECD(経 済協力開発機構)へ の加盟を認められた。
(3)NewlyIndustriaiizingCountries(新興工業国)の 略。香港や台湾など
「国」と呼ぶには必ずしもふさわ しくない地域を含んでいたため,1980年 代ご
ろか らNIES:NewlyIndustrializingEconomies(新興工業経済群)と 呼ば
れるようになったが,現 在でも依然としてNICSと いう呼称を用いる者も多い。
(4)も ちろん,こ れら2つ のキーワー ドを用いずに定義する論者 も少なからず存
在するが,彼 らの定義の意味するところが大きく異なるというわけではない。
(163)163
政経論叢 第73巻 第1・2号
たとえば,佐 藤幸男(1989,23ペ ージ)は,「 軍隊とテクノクラー ト的官僚制
から輩出される指導者層が,ナ ショナ リズムと反共主義を体制イデオロギーと
して操作しながら国内治安にあたる一方で,秘 密警察などの抑圧機構を強化し
ながら経済成長と政治的安定を体制の目標として追求 し,大 衆の政治化を抑止
するもの」と定義する。
(5)た とえば,イ ン ドネシアのスハル トは,成 長,す なわちパイの拡大なくして
の再分配は,単 に貧困の共有(sharedpoverty)に つながるだけで無意味で
あるとしてその成長至上主義への批判を退けている。
(6)鈴 木佑司は 「開発独裁」ではな く 「開発政治」という言葉を使 っているが,
この2つ の言葉の指すのは,結 局はほとんど同 じことであると考えてよいであ
ろう。
(7)こ のアプローチのパイオニアともいえる 「開発独裁」については,そ の後も
概念の理論化 ・精緻化などが進展せず,政 治体制を分析する概念としては曖昧
であるとして,そ の使用には消極的な研究者 も多いのが現状である(末 廣,
1994;藤 原,1992)。
(8)こ れに対し,た とえば,渡 辺利夫は次のように批判的に論 じている。
工業化の基礎的諸条件において未熟な後発国が,強 い外圧とわずかに与えら
れた時間的余裕のなかで急速な発展を遂げようというのであれば,国 家主導型
の開発戦略の採用は不可避であり……(中 略)。 国家主導型の開発戦略とは,
政治体制の観点からこれを眺めるならば,多 かれ少なかれ権威主義的な近代化
路線である。……(中 略)民 主主義的政治システムよりは,官 僚を中核 とする
少数のエ リー トが政策目標を設定 し,こ の目標に向けて大衆を動員 していく政
治 システムのほうが,後 発国の開発戦略を効率的に推進 していくのにはより適
合的にちがいない。……(中 略)「 開発独裁」 と呼ばれる政治体制が開発途上
国において一般的なのは,何 よりもそのためである。この意味からすれば,開
発途上国のいわゆる開発独裁を民衆排除型の開発戦略の遂行 システムであると
してこれを強 く論難するのは,こ れら諸国の 「初期条件」に思いをいたさない
短絡だというべきである。……(渡 辺,1989,85～86ペ ージ)
(9)開 発独裁,あ るいは開発主義について多 くの著作を発表 している岩崎育夫は,
(個 々の事例についての理解は別として)抽 象的モデルのレベルにおいては,
権力者たちの主張どおりに開発が先,そ のための権威主義,と いう形をとって
いる(岩 崎,2001,序 章)。 また,通 常典型的開発独裁のひとつに数えられる
ことの多い台湾について論 じる若林正丈 も,開 発独裁のモデルにおいてはまず
開発が第一義的に重要ととらえ,そ のために権威主義体制が生まれると理解す
る。 したがって,国 民党の一党支配体制の場合には,そ の出自からして初めか
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ら開 発 独 裁 で あ った と定 義 す る こ と は で き ず,反 共 準 軍 事 独 裁 が や が て 開 発 独
裁 に転 身 した もの で あ る と して い る(若 林,1992,第5章)。
(10)こ の 語 に,い まだ 日本 語 の定 訳 は な い。 後 述 の と お り,こ の概 念 を 最初 に提
示 し た ジ ョ ン ソ ン(Johnson,Chalmers)のMITTandtheJapaneseMiracle
(『通 産 省 と 日本 の 奇 跡 』TBSブ リタ ニ カ,1982年)に お け る訳語 が 「発 展 指
向 型 国 家 」 で あ った た め,そ の よ う に翻 訳 す る こ と も多 いが,必 ず し も定 訳 と
して定 着 して い る と は いえ な い。 因 み に,筆 者 は通 常 「開発 主 義 国家 」 と して
い るが,本 論 文 にお い ては,次 第 で 扱 う わ が国 の学 界 に お け る 「開 発主 義 」 概
念 との 混 同 を 避 け る た め,こ こ で は,英 語 の ま ま,developmentalstateとし
て 用 い る こ と とす る。
(11)こ の よ うな 国 家 の こ とを ジ ョン ソ ン はregulatorystateと 称 して い る。
(12)ジ ョ ン ソ ン 自身,こ の モ デ ル は 日本 の 特 殊 な 歴 史 的 経 験 を通 して 生 み 出 され
た もの で あ り,ア メ リカは も ち ろん の こ と,途 上 国へ の適 用 は あ りえ な い と明
言 して い る(Johnson,1982,322～324ペー ジ)。
(13)上 記 注(3)参 照。
(14)ブ ラ ジル とメ キ シ コ は,戦 後,積 極 的 な輸 入 代 替 工 業 化 に よ って 順 調 な経 済
成 長 を 記 録 し,1970年 代 に は上 述 の 東 ア ジ ア4力 国 と な らん で(ラ テ ン ア メ
リカ)NICSと 呼 ば れ る に 至 る。 しか し,こ れ ら諸 国 の 経 済 は1980年 代 初 頭
の債 務 危 機以 降,収 縮 また は停 滞 し,ア ジ アNIESと は対 照 的 なパ フ ォー マ ン
ス を示 す こ と とな った(平 川,1992)。
(15)こ れ ら研 究 者 に対 す る一 定 の 呼 称 は定 ま って い ない 。 世 界 銀 行(1994)は 彼
らを 「修 正 主 義 者(revisionist)」 と称 したが,他 では,「 国 家主 義 者(statist)」
な ど と呼 ば れ る こ と もあ る。 「国 家 」 概 念 の 重 要 性 につ いて は,後 述 。
(16)経 済 統 計 を用 い た 定 量 的 「実証 」 ア プ ロ ーチ に頼 る新 古 典 派 経 済 学 と,定 性
的 ・叙 述 的 な 事 実 の 確 認 ・理 解 を も と と す るdevelopmentalstateアプ ロ ー
チ の間 に は,互 い の 間 の有 用 な議 論 が 成 立 す る土 壌 は ほ とん ど存 在 せ ず,実 際
の とこ ろ この論 争 は,共 通 の 論 点 を 有 さぬ す れ 違 いの 様 相 を 呈 して い た と い う
こ と も否 あ な い。
(17)こ の概 念 に つ い て は 後述(次 項 参 照)。
(18)国 家 主 導 で あ りな が ら社 会 主義 の 計 画 経 済 で はな い と い う意 味 で,こ の 点 は
強 調 さ れ る こ と も多 い。
(19)ハ ガ ー ド自身 は,NIESで は な くNICSと い う語 を用 い て い る(Haggard,
1990)。
(20)MITTanc1the/4ραηθsθMiracleの 翻 訳 版,『 通 産 省 と 日本 の奇 跡 』 に お け
るdevelopmentalstateの 訳 語。 注(10)参 照。
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(21)注(8)参 照。 なお,こ の意図は 「韓国は何を達成 したのか」 と題 した渡辺
(1989)の 第1章 に明示的に説明されている。
(22)村 上は,ケ インズ主義に基づ く政府の介入は長期的経済成長への関心を欠い
た短期的なものであるとして,開 発主義とは明確に区別を している(村 上,
1992(下),6ペ ージ)。
(23)岩 崎はdevelopmentalstateと いう言葉の訳語 として 「開発主義国家」を
用いている(岩 崎,2002)。
(24)上 述のとおり,「開発主義」はひとつのイデオロギーであると定義されるこ
とが多いが,こ こでいう 「イデオロギー」は,た とえばマルクス主義のように,
その基盤となる理論体系を有 しているわけでは決 してない。単にやる気,あ る
いは一定の方向性をもった意図の存在を示 していると考えてよく,し たがって,
それを具現化 した 「開発体制」のあり方は様々で,そ れぞれの国において所与
の条件の中で徐々に形作られたものである。
なお,「 開発主義」についての異色の定義として,郭 洋春の定義がある。郭
は 「開発主義」を広 く経済成長至上主義であるとし,そ の中には社会主義型開
発主義と資本主義型開発主義があるとした。ここでいう資本主義型開発主義 と
は,世 銀型の開発政策を指向するものであり,新 古典派経済学の延長上にある
ものとされる(郭,1996)。
(25)こ れは,ア ムスデンや渡辺利夫と同様に,明 らかにガニシェンクロンの影響
を受けた ものである。キャッチアップ型工業化については,末 廣(2000)を 参
照。
(26)()内 は筆者注。
(27)先 に引用 した岩崎(1994)に よると,「 開発体制」を経済成長を遂げた体制
だけに限定する見方によれば,該 当するのは,ア ジアでは韓国,台 湾,シ ンガ
ポールの3国 だけとなる(岩 崎,1994,9ペ ージ)。 しか し,な ぜこれら諸国
が成功 したかを探求するdevelopmentalstate論 にとって,シ ンガポールは
あまりに小 さな都市国家であり,他 の国々と諸条件が大きく異なることもあり
研究対象 とされることは必ず しも多 くない。
(28)た だし,90年 代後半以降の新加盟国である旧社会主義のインドシナ諸国お
よびミャンマー(お よびブルネイ)な どは含まない。昨今,ベ トナムについて
は,こ の枠組みで検討 しようとする向きもないことはないが,い まだかな りの
違いがあると見てよかろう。
(29)ア ジア地域の経済発展の軌跡を政治制度と産業政策という観点か ら整理体系
化 しようとした太田辰幸は,ア ジアの経済を東アジア型,東 南アジア型,南 ア
ジア型,太 平洋島嗅国経済および移行経済圏という5つ に分類して論 じている。
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太田の議論において,東 アジアと東南アジアはかなり異なる別のモデルとして
描かれる(太 田,2003)。
(30)韓 国や台湾は,常 に典型的な開発主義 ・開発体制 として論 じられるが,こ の
分野の研究に韓国 ・台湾をフィール ドとする地域研究者が名を連ねることはこ
れまでほとんどなかったといっても過言ではあるまい。
(31)現 在,世 界経済の自由化,グ ローバル化が進展 し,ア ジアNIESの 開発主義
政権がとってきたような金融のコントロールを中心 とした国家主導型の開発戦
略の採用は,事 実上かなり困難になってきている。 この状況の中,開 発主義,
あるいはdevelopmentalstate型 の発展はいまやあ りえないという見方 も多
い一方で,末 廣(2000)を はじめとし,違 った形のdevelopmentalstateは
東アジアに生き続けるという見解 も依然 として根強く残 っている。
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